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報道関係各位 

北海道立総合研究機構と北海道市町村振興協会 

との連携・協力に関する協定の締結について 

地方独立行政法人北海道立総合研究機構（理事⾧:田中義克、以下、道総研という。）

と公益財団法人北海道市町村振興協会（理事⾧:山口幸太郎、以下、振興協会という。）

とは、相互に連携・協力することにより、北海道内の市町村の健全な発展を図り、道民福

祉の増進に資することを目的とし、令和４年 3 月 1 日付で連携・協力に関する協定を締結

いたします。なお、締結式は行わず、書面取り交わしでの締結とします。 

【具体的な連携協力内容】 

（１）市町村の振興に関わる調査研究 

 先駆的調査・実証プロジェクト推進事業等の調査研究事業における連携 

 地域の調査・研究成果の社会実装推進 

（２）市町村職員の資質向上及び人材育成のための研修事業 

 道総研まちづくり塾等各種セミナーの共同開催等 

 市町村⾧交流セミナー等への講師派遣 

（３）広報・ＰＲにおける相互協力 

 市町村政策情報誌への定期連載 

 各種セミナーにおける道総研の研究成果の PR 

 市町村ライブラリー内の道総研活動 PR ブース設置 

（４）その他、双方が必要と認める事項 

なお、詳しくは、別添の参考資料①②をご参考ください。 
 

令和４年２月２２日 

※取材、写真提供を希望される報道機関については、道総研または市町村振興協会の担

当へお問い合わせください。 

●地方独立行政法人北海道立総合研究機構（道総研） 

 研究戦略部 連携広報グループ （担当 川上・岩渕） 

TEL 011-747-2804  FAX 011-747-0211 

E-mail kawakami-gentaro@hro.or.jp・iwabuchi-seiya@hro.or.jp 

●公益財団法人北海道市町村振興協会 （担当 鈴木） 

TEL 011-232-0281  FAX 011-221-5866 
E-mail z-3@do-shinko.or.jp 

プレスリリース Press Release 

公益財団法人 

北海道市町村振興協会 
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参考資料① 

北海道立総合研究機構と北海道市町村振興協会との 

連携・協力に関する協定 

 

１ 業務概要                             

道総研 

農業、水産、森林、産業技術、エネルギー・環境・地質及び建築・まち

づくりの各分野に関する試験、研究、調査、普及、技術開発、技術支援、

事業化支援等を行う。「シンク＆ドゥタンク」として、研究開発や技術

支援により、北海道の地域や企業が持つ潜在力の発揮に挑み、重要課題

を解決することを使命とする総合研究機関。 

道市町村振興協会 

市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ等）の収益金等を活用し、札

幌市を除く道内市町村を支援する事業を行い、もって道民福祉の増進に

資することを使命とする公益財団法人。 

◇主たる事業 

・資金貸付事業 ・市町村交付金事業 ・調査研究事業 ・情報資料等

提供事業 ・研修事業 ・研修支援事業 ・助成事業 

  詳しい業務内容等は、以下のＨＰで紹介しております。 

  ・道総研  https://www.hro.or.jp/ 

  ・道市町村振興協会 https://www.do-shinko.or.jp/ 

 

 

２ 協定締結のねらい                             

道総研及び道市町村振興協会では、地域における人口減少や高齢化の進行などに対応など、将

来に向けた持続可能な地域づくりをテーマとした調査研究を行っています。 

また、両機関では、これまでも、市町村向けセミナーにおける講師派遣、事業等の広報・PR

において相互協力を行ってきました。 

地域の重要課題の解決は、両機関がともに取り組む共通テーマであり、連携協力することによ

り様々な相乗効果が得られるものと考えています。 

地域の将来を展望し課題解決を図るため、従来の相互協力をベースとして、協定に基づく連携

協力の取組を推進します。 

https://www.hro.or.jp/
https://www.do-shinko.or.jp/
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３ 連携・協力内容 

 

連携・協力事項 取組例 ポイント 

１ 市町村の振興に関 

わる調査研究 

・先駆的調査・実証プロジェクト推進 

事業等の調査研究事業における連携 

・地域の調査・研究成果の社会実装 

・専門的知見による事業のブラッ 

シュアップ 

・実施主体（市町村）と道総研の 

連携による事業化促進 

２ 市町村職員の資質 

向上及び人材育成 

のための研修事業 

・道総研まちづくり塾など各種セミナ 

ーの共同開催等 

・市町村長交流セミナー等への講師派 

遣 

・施策の企画立案のためのスキル 

アップ 

・社会的な重要課題に関する最新 

 の知見提供 

３ 広報・ＰＲにおけ 

る相互協力 

・市町村政策情報誌への定期連載 

・各種セミナーにおける道総研の研究 

成果 PR 

・市町村ライブラリー内の道総研活動 

PRブースの設置 

・研究成果、技術支援の活用促進 

・効果的な成果の普及 

 連携のイメージとして、別添の「連携・協力の概要」もご参照ください。 

 

【現在検討協議中の事業】 

○ 道市町村振興協会の調査研究事業のブラッシュアップ等について、適宜、道総研が助言等を行

います。 

 

〇 市町村職員が参加する事業の開催に関して、一層の施策立案能力向上が図られるよう、 

運営、実施方法等について共同検討を行います。 

・「市町村長交流セミナー」（道市町村振興協会主催事業・7月開催予定） 

・「市町村職員政策研修会」（道市町村振興協会主催事業・11月開催予定） 

・「道総研まちづくり塾」 （道総研主催事業・11月開催予定） など 

 

〇 道市町村振興協会発行の市町村政策広報誌「PRACTICE」の連載ページで、道総研の研究内容等

を発信します。 

 

４ その他                                                 

  連携協定締結は、道総研は 21件目で、道市町村振興協会は今回が初めてです。 

 

 

以上 



連携・協力の概要
公益財団法人

北海道市町村振興協会
地方独立行政法人

北海道立総合研究機構

市町村の振興に
関わる調査研究

市町村職員の資質向上及び
人材育成のための研修事業

広報・ＰＲにおける
相互協力

◼ 先駆的調査・実証プロ
ジェクト推進事業等の調
査研究事業における連携

 地域の調査・研究成果の
社会実装推進

 道総研まちづくり塾等各
種セミナーの共同開催等

◼ 市町村長交流セミナー等
への講師派遣

◼ 市町村政策情報誌への定
期連載

 各種セミナーにおける道
総研の研究成果のPR

◼ 市町村ライブラリー内の
道総研活動PRブース設置

スマート農業
加速化実証事業

道総研まちづくり塾
ワークショップ

道総研活動紹介パネル展

□は北海道立総合研究機構が主体の事業、■は北海道市町村振興協会が主体の事業

キタキツネクーちゃん

参考資料②


